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科    目 金    額 科    目 金    額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 2,736,813 流動負債 1,319,500

現金及び預金 149,310 買掛金 883,542

預け金 950,000 リース債務 815

受取手形 23,455 未払費用 153,025

売掛金 1,392,214 未払法人税等 54,530

商品 90,291 未払消費税等 54,559

仕掛品 34,666 前受金 3,902

前払費用 24,037 預り金 27,794

繰延税金資産 57,605 賞与引当金 141,332

未収還付税金 1,263

立替金 4,009

未収入金 9,565 固定負債 704,747

仮払金 399 退職給付引当金 704,612

リース債務 136

固定資産 415,651

有形固定資産 36,548

建物付属設備 8,882 負　債　合　計 2,024,248

工具器具備品 27,666   （純 資 産 の 部）

無形固定資産 45,335 株主資本 1,126,514

ソフトウエア 45,296 資本金 200,000

その他無形固定資産 39 資本剰余金 154,681

投資その他の資産 333,768 資本準備金 154,681

投資有価証券 3,280 利益剰余金 771,834

長期前払費用 15,007 利益準備金 1,333

繰延税金資産 226,083 その他利益剰余金 770,500

破産更生債権 21 繰越利益剰余金 770,500

加入金敷金保証金 86,498 評価・換算差額等 1,703

会員権 5,986 その他有価証券評価差額金 1,703

貸倒引当金 △ 3,106 純 資 産 合 計 1,128,217

資 産 合 計 3,152,464 負債・純資産合計 3,152,464

（注）金額表示については、千円未満の端数を四捨五入しております。

第30期　貸借対照表

（平成27年3月31日現在）

（単位：千円）
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　

1. 資産の評価基準および評価方法

      (1)有価証券

  その他有価証券

　　　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　　  (2)棚卸資産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法による算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

  　　 (1)有形固定資産

定率法

  　　 (2)無形固定資産

定額法

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　　 (4)長期前払費用

均等償却

3. 引当金の計上基準

  　　 (1)貸倒引当金

　　　 (2)賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

　　　 (3)退職給付引当金

4. 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

5. 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当期末発行済株式数　　　　　　　　　　4,000株

全て普通株式である。

2. 事業年度中に行った配当に関する事項

配当の総額　　　　　　　　　　　　　　24,000千円

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職金の支払に備えるため、自己都合退職による期末要支給額の100％を計上してお
ります。

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を
適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基
準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

ただし、無形固定資産のソフトウェアのうち自社利用分については社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウェアについては販
売可能な見込み有効期間（３年内)に基づく定額法によっております。
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